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【報告事項（理事会承認）事項】令和 8年度事業計画並びに予算報告の件 

 

令和 8年度事業計画 

 

令和 8 年 4 月  1 日 

令和 9 年 3 月 31 日 

 

（はじめに） 

 令和 8年度は、我が国の社会資本整備が新たな局面を迎える重要な一年となる。 

 近年、地震、豪雨、台風、土砂災害などの自然災害が頻発・激甚化しており、国民の生命と

暮らしを守るための防災・減災、災害復旧・復興事業の重要性は、これまでになく高まってい

る。 

 日本は世界有数の災害大国であり、災害発生時においては、道路啓開、河川復旧、土砂撤去

など、初動対応の成否が被害の拡大防止と早期復旧を左右することになる。南海トラフ地震、

首都直下地震等の巨大災害に対する事前防災、加えて発生した災害に対しては重機と専門技術

を駆使し、迅速に対応していかなければならない。 

 また、高市早苗内閣総理大臣が掲げる重要施策の 1つである国土強靱化対策や、老朽化が進

む社会インフラの維持・更新などは、将来の世代に安全な国土を引き継ぐための重要な使命で

ある。限られた人員の中でも安定的に公共工事を担っていくために、ICT施工や建設 DXの活用

による省人化・高度化を一層推進し、現場の生産性と安全性の向上を図っていかなければなら

ない。 

 一方で、担い手不足や高齢化といった構造的課題は依然として深刻であり、災害対応力を将

来にわたり維持していくためには、人材の確保・育成が急務である。令和 7 年 12 月に改正建

設業法および第 3次担い手 3法が全面施行され、過度な短工期での契約締結の禁止や、職種別

標準労務費の導入による不当に低い労務費での契約、原価割れ契約の禁止が義務化・強化され

たが、これらのみならず、ICT施工、建設 DX、i-Construction 2.0に取組み、施工の省人化・

高度化を実現して、安全性と生産性を同時に高めることで、次世代を担う人材にとって魅力あ

る産業へと進化させていくことで、若手技術者や技能者が誇りと使命感を持って働ける環境づ

くりに努めていかなければならない。 

 当協会は、会員企業で働く建設技能労働者の処遇を改善することにより担い手確保を着実に

進めていくため、第 3次担い手 3法の趣旨に沿い、適正な契約の締結、適正な賃金の確保に取
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組んでいく。 

加えて、即戦力となる外国人を受け入れることは有益な担い手不足を補完する対策のひとつ

となる。このため令和 8年度も引き続き特定技能による外国人材の受け入れ制度を発展途上国

の諸外国に紹介するとともに現地での技能訓練等を実施し、受入会員企業の利便性を図ってい

くこととする。 

なお、本年度は令和 8 年度に実施した主な事業を継続するとともに、以下の事業を重点的に

推進する。 

1. 協会ホームページを活用し、令和 7年度に作成した近未来的な施工現場などを撮影した PR

動画を紹介することで、機械土工工事業界の社会的重要性とイメージアップを図る。 

2. 建設ダンプトラック工事業との契約状況等について継続的に調査し、支払い動向の把握に

努めることとする。また、また、積載量の規制が厳しくなる中、諸課題の把握に努め、歩掛

の見直し等課題の改善に向け、関係機関に要望していくこととする。 

3. 人力土工は、作業環境が改善されておらず高齢化しており、将来の担い手不足が懸念され

ている。令和 7年度にとりまとめた人力作業の現状を把握するための「建設現場人力作業環

境アンケート」調査の結果を分析し、作業環境の改善等について検討していく。 

4. 特定技能による外国人材の受入れ制度を発展途上国等の諸外国に紹介し、対象国を増やす

ことで、会員企業等の利便性の向上に資する。また、2号特定技能への合格率を向上のため、

引き続きテキスト理解度向上教育を実施していく。 

 なお、協会が令和 8年度に計画した主な事業は、以下のとおりである。 

 

― 管  理 ― 

1 会 議 

1-1 通常総会 

   第 15回通常総会を、5月 19日（火）ロイヤルパークホテル(東京・日本橋)で開催する。 

 

1-2 理 事 会 

   業務執行に関する事項等を審議するため、以下の日程で理事会を開催する。 

 第 1 回 第 2 回 第 3 回 第 4 回 

開
催
予
定
月 

令和 8年 
5月 19日（火） 

総会開催 

令和 8年 
9月 9日（水） 

 

令和 8年 
12月 8日（火） 
勲章等受章祝賀会 

令和 9年 
3月 9日（火） 

 

   その他必要に応じて、臨時理事会を開催する。 
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1-3 常任理事会 

   理事会から委任された事項及び緊急に処理すべき事項を審議するため、必要に応じて

開催する。 

 

2 総務委員会に係る管理業務 

2-1 財務に関する事業 

  １）協会を支える財政のあり方、及び会費の公正な負担のあり方を研究する。 

  ２）協会は、(一社)建設技能人材機構（以下「JAC」という。）の正会員として、同機構が

行う特定技能による外国人材を受入れている協会会員企業が支払う受入負担金の収納

を代行し、事務手数料を受領することとする。 

  ３）機械土工並びに土工登録基幹技能者講習の維持、および技能者の能力等の維持及び向

上・教育のために、「特定資産」として、機械土工・土工継続教育事業資産を積み立てる。 

  ４）特定技能外国人受入事務事業の安定のために「特定資産」として、事業安定準備資金

を積み立てる。 

 

2-2 広報に関する事業 

 １）会報「機械土工」並びに会員名簿の発行 

  ⑴ 会報「機械土工」を発刊するとともに協会のホームページ上に掲載する。 

  ⑵ 2026年版会員名簿を発行する。 

  ⑶ 前年度に制作した社会一般向けの機械土工業界 PR動画をホームページ等に掲載し、 

機械土工工事業界の社会的重要性をアピールするとともにイメージアップに繋げる。 

    また、会員企業の求人活動の際に職業紹介として活用する。 

 

２）情報の収集 

  ⑴ 建設に関する情報紙を購入する。日刊建設工業新聞・他 2紙。 

  ⑵ 建設に関する情報誌の提供を受ける。「建設機械施工」・他 6誌。 
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― 事  業 ― 

1 総務委員会 

1-1 調査研究事業  

 １）公的支援制度の情報収集、周知等 

  ⑴ 中小企業倒産防止共済制度及び小規模企業共済制度を広く会員に広報するとともに、

加入の促進を図る。 

  ⑵ 時限立法である下請債権保全支援事業の利活用を図るため、周知、広報する。また、

同事業は、令和 9 年 3月末日まで延長となった。今後も引き続き期間延長等について関

係機関に働きかける。 

 ２）その他本会の目的達成のために必要な事業 

  ⑴ 協会、支部機構の整備に関する事業 

    機械土工工事業を代表する全国団体として、機械土工工事企業の組織率を高め、組織

の強化を図る責務があり、有資格企業に入会を勧め、会員の増強を図る。 

  ⑵ 外国人材受入事業に伴う「特定会員」制度の維持事業 

    令和元年度より開始された、建設分野の特定技能による外国人材の受入れについては、

一般社団法人建設技能人材機構（以下 JAC）の賛助会員又は正会員である建設業者団体

に所属していることが要件として定められていることから、今後も JACの正会員である

当協会へ「特定会員」入会を希望する企業が継続することが予測される。 

    このため、協会の「特定会員」制度が維持されるよう、令和 2年度に「特定会員」制

度の運用 について定めた「入会および退会規程」を適正に運用することとする。 

    協会は建設分野の特定技能外国人の受入れを希望する企業が同制度を活用できるよ

う、『特定会員』制度を維持し、会員サービスの向上を図る。（入会費 20,000円、月会費

5,000円）なお、令和 8年 1月末現在の特定会員数は 1205社となっている。また、この

うち特定技能外国人の令和 7 年 12 月末現在の収納代行は 895 社、2,689 人となってい

る。 

 

1-2 福利厚生事業 

 １）日機協共済制度「団体定期保険」、「損害保険」の運営 

   会員企業の従業員の福祉の向上を目的に、日機協共済制度団体定期保険への加入促進を

図る。従来の団体定期保険と、経営事項審査の加点対象となる労災上乗せを確保した損害

保険を全国中小企業団体中央会の協力を得て運営する。 
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 ２）日機協共済制度並びに日本機械土工企業年金基金の広報 

   日機協共済制度並びに日本機械土工企業年金基金の維持、拡大を図るため、会報、協会

のホームページに上記の紹介記事を掲載し、業界に広く周知する。 

 ３）表彰者の選考及び表彰等に関する事項 

  ⑴ 勲章（一類）、褒章、国土交通大臣表彰等候補者の選考 

    勲章（一類）、褒章、国土交通大臣表彰候補者を選考し推薦する。 

  ⑵ 永年精勤表彰の候補者の選定 

    永年精勤者の表彰候補者を選定し、会長に推薦する。 

  ⑶ 功労表彰候補者の選定 

    功労者の表彰候補者を選定し、会長に推薦する。 

 ４）祝賀会の開催 

   勲章、褒章、国土交通大臣表彰等受章者等の受章祝賀会（12月）を開催する。 

 

 

2 合理化委員会 

2-1 調査研究事業 

 １）経営の近代化、安定化に関する事項 

   効率的、効果的に機械土工工事の安全対策、環境対策、動向等に関する情報等を発信す

るため、ホームページを充実させる。 

 ２）受注・取引の改善に係る事項 

  ⑴ 受注・取引の改善 

    建設機械の保有状況はじめ、必要に応じて機械設備の共同利用、相互利用等について

調査し、又発注機関へ提供して、現有する建設機械での積算や発注に資する。 

  ⑵ 合理化相談会の開催 

    契約の適正化、適正単価の確保、正常な取引関係の構築に関しての合理化相談会を開

催し、公表された機械土工工事の発注情報を収集し、情報を提供する。 

  ⑶ 海外工事及び関連事業の調査 

    機械土工工事業者が進出できる海外工事、及び建設機械等を活用した関連事業の動向

について、国土交通省、中堅・中小建設業海外展開推進協議会（JASMOC）、(独)国際協力

機構、(独)日本貿易振興機構等の機関からの情報を、会員企業に周知するとともに、国

や機構等が発注する市場調査、案件形成に係る調査事業を受注し、役務の提供等を行う。 
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  ⑷ 本会運営の基本方策に関する業務について、顧問や学識経験者等に検討を委託する。 

 ３）国土交通省が行う事業等への協力及び周知 

  ⑴ 建設業法令遵守のための情報収集窓口である「駆け込みホットライン」、地域社会を

支える中小・中堅建設企業等の体質強化を支援する「建設企業のための経営戦略アドバ

イザリー事業」等の周知を行う。 

  ⑵ 昨今のわが国は、大規模地震による震災、大型で強い台風による風水害等、未曾有の

災害による被害が毎年のように発生している。国土交通省では、災害復旧工事等の迅速

かつ円滑な実施のための体制を整備するため、「公共工事の品質確保の促進に関する法

律（品確法）」を改正し、建設業団体と災害協定を締結することとしている。協会は、災

害協定を締結している北海道開発局、関東地方整備局、北陸地方整備局、中部地方整備

局、近畿地方整備局が実施する被災地域の緊急出動はじめ復旧・復興事業に最大限協力

する。また、その他の各地方整備局等と防災協定を締結することとする。 

 ４）機械土工工事業の地位の向上に関する事項 

  ⑴ 企画広告について 

    機械土工工事業界の社会的地位の向上、イメージアップのため、建設業界専門紙等に

企画広告する。 

  ⑵ 勉強会の開催について 

    会員企業にとって時宜を得たテーマについて、勉強会を開催する。 

 ５）国内外の関係省庁、地方公共団体、関係団体等との意見交換、陳情活動等 

  ⑴ 優遇税制等の制度や、機械土工工事業界の抱える諸課題等について、関係する職域の

国会議員等や官庁、関係機関との意見交換会を開催する。また、業界の社会的、経済的

地位の向上のため関係する団体等と、関係する職域の国会議員等や官庁、関係機関に要

望する。 

  ⑵ 建設ダンプトラック工事業と運転技能者の地位向上 

    建設ダンプトラック工事業との契約状況等について継続的に調査し、支払い動向の把

握に努めることとする。また、積載量の規制が厳しくなる中、状況把握に努め、歩掛の

見直し等諸課題の改善に向け、関係機関に要望していくこととする。 

  ⑶ 海外における機械土工工事業界の形態や動向についての情報等を収集するとともに、

開発途上国等の関係機関等と建設市場の動向に係る意見交換会を開催し、案件形成の促

進に努め、会員企業の海外進出を支援する。また、発展途上国等の機械土工、土工等に

関する技術、技能の向上に資するために、会員企業が提供できる施工技術・技能をアジ
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ア地域、アフリカ地域などに広く紹介し、親睦を深めるため海外の同業団体等との交流

を進める。 

 ６）関係団体の開催する行事への参加 

   (一社)建設産業専門団体連合会の構成団体として、国土交通省と専門業者団体との意見

交換等に参加し、専門工事業界の抱える課題を解決するために協力し、もって業界の発展、

向上に資する。 

 

2-2 経営者、経営管理者向上事業 

 １）経営研修会の開催 

   第 47回経営研修会を開催する。 

  ・ 開催日：令和 9年 月 日（ ） 

  ・ 開催場所：未定 

 

 

3 技術委員会 

3-1 調査研究事業 

 １）積算に関する事項 

  ⑴ 機械土工作業における積算の適正化に関する事項 

   ① 建設機械等損料の見直しに関する事項 

     「建設機械等損料表」（以下「損料表」という。）が令和 8 年度に改訂されたため、

改定後の基礎価格、損料等を調査し、会員企業に周知する。また、改定された各価格

と実勢価格とに大きく差異がある場合には、関係機関と意見交換し改定を要望してい

くこととする。 

     また、(一社)日本建設機械施工協会が開催する、機種別損料検討会（土工機械）に

技術委員会委員長をはじめ委員数名が出席しているため、損料表に掲載する建設機械

について意見を述べることとする。 

   ② 損料、経費等の情報収集、提供に関する事項 

     建設機械及び情報化施工機器等の損料をはじめ安全費、環境対策や公害防止対策費

等についての情報を収集し、会員に周知する。 

  ⑵ 機械土工作業能率算定資料の提供に関する事項 

    建設機械及び情報化施工機器並びに施工に関する情報を収集し、作業能率算定資料、
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その他諸資料としてまとめ、協会手帳に掲載し、会員等に提供する。 

 ２）建設発生土等に関する事項 

   建設発生土や建設廃棄物の処理を適正に実施するとともに、建設公害の撲滅を図るため、

情報を収集し、会員に周知する。 

  ⑴ 機械土工工事の施工に関して生ずる安全や環境問題への対応、及び建設発生土の適正

活用について、国や関係する機関、団体などからの情報を収集し、会員企業へ提供する

とともに、関係機関の開催する委員会等に協力する。 

  ⑵ 法令遵守の徹底のため、排出ガス対策型建設機械等の指定機種の情報等を収集し、周

知する。 

 ３）施工技術・建設機械に関する事項 

  ⑴ 建設機械の改良・改善並びに新機械・新工法についての事項 

    土工事（土工工事）を情報化施工する現場が拡大している。労働人口の減少による技

能労働者の減少に対応し、また生産性を向上させる手段の一つとして今後ますます ICT

技術での施工が図られ、近い将来は AI の活用により施工計画や施工時の土質などへの

対応能力が、一人の技術者・技能者の知識や経験をはるかに超え、機械土工の現場は大

きく変化（進展）する可能性がある。このため、ICT 活用の取組みについて国土交通省

や関係機関の担当官等との意見交換会等を実施し、情報を収集するとともに、意見を述

べることとする。 

    また、当委員会は施工企業（正会員）、及び建設機械メーカ、測量機械メーカ、タイヤ

メーカ、建設機械レンタル企業等（賛助会員）によって構成されているため、最新の情

報を集約し、会員企業に提供する。 

  ⑵ 生産性向上に関する事項 

   ① 「i-Construction推進コンソーシアム」への参加について 

     調査・測量から設計・施工・維持管理までのあらゆるプロセスで ICT等を活用して

建設現場の生産性向上を図る「i-Construction」を推進するために、IoT・人工知能（Ａ

Ｉ）などの技術の現場導入や、3 次元データの活用などにより、生産性の高い魅力的

な新しい建設現場を創出することを目的として設立された「i-Construction推進コン

ソーシアム」に出席し、情報取集に努めるとともに、ICT の導入促進を阻害する課題

の解決に向けた方策の検討に協力する。 

   ② ICT技術の導入促進に関する事項 

     ICT 技術の導入促進に関する WG、建設施工における現場作業者支援に関する WG 等
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国土交通省の開催する会議等に出席し情報収集するとともに、意見を述べることとす

る。 

   ③ 「i-Construction2.0」へ取組みが難しい人力土工においては、作業環境が改善さ

れておらず高齢化しており、将来の担い手不足が懸念されている。令和 6から 7年度

にかけて実施した人力作業の現状を把握するための「建設現場人力作業環境アンケー

ト」調査の結果を分析し、作業環境の改善等について検討していく。 

  ⑶ 政府は、2050年までに二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」を差し引

いて、合計を実質的にゼロにする、『カーボンニュートラル』を目指すことを宣言してい

る。 

    国土交通省では、建設施工現場における電動建機の普及を促進し、脱炭素化を図るた

め、令和 5 年 10 月に「GX 建設機械の認定制度に関する規程」を策定し、電動油圧ショ

ベルと電動油圧ホイールローダの 2 種類の電動建設機械に対して GX 建設機械認定制度

の運用を開始した。このため、国土交通省「建設施工の地球温暖化対策検討分科会」に

出席し情報取集するとともに、意見を述べることとする。 

  ⑷ 技術功労賞候補者の選考について 

    (公社)土木学会の表彰制度である技術功労賞の候補者を選考、推薦する。 

 

3-2 機械土工技術者の人材確保・育成事業 

 １）1・2級建設機械施工管理技術検定試験に係る受験準備講習会の開催 

   筆記試験受験準備講習会については、東京地区及び静岡地区の 2会場において開催する。 

   なお、これまで共同開催してきた(一財)建設物価調査会が E-learning 開催となったた

め、E-learningへの統合、共同開催の可能性を検討する。 

   また、実技試験受験準備講習会については、開催時期は 8月中旬から 9月中旬にかけて、

全国 12 会場（試験を実施する会場）において、ブルドーザをはじめ 5 機種の建設機械を

使用し実施する。 

 ２）技術研修会の開催 

  ⑴ 機械土工に関する技術の向上に寄与するため、技術研修会を開催する。 

  ⑵ 先進的な生産システムを導入している国内外の現場、展示会等を視察することとする。

建設機械を駆使して機械施工を本業とする業界団体として、世界の建設機械の動向調査

や国内外の建設現場の視察は、建設機械や工事の担当責任者である幹部職員の視野拡大

に大きく貢献する事業であるため、今後も定期的に計画することとする。 
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    なお、令和 8 年度は政府が推進する『カーボンニュートラル』に取組んでいくため、

脱炭素を目的とした電動建設機械の活用が進んでいる欧州において、電動建設機械のデ

モンストレーションや、製造工場の視察見学を行う技術特別研修会を開催し、情報収集

に努めることとする。 

 ３）ICT技術、建設 DX等に係る研修会、講習会の開催 

  ⑴ ICT技術、建設 DX等新技術活用に係る研修会等の開催について 

   ① ICT活用促進に向けた研修会の開催について 

     令和 6 年度の国土交通省直轄工事においては、ICT 施工の実績が公告件数 2,545 件

中 2,265件と 89％を超える実施状況の中、地方自治体では公告件数 14,459件中 3,470

件と 25％を下回る実施状況にある。国土交通省では、都道府県・政令市での ICT活用

を推進するため、各地方整備局等に DX ルームを設置するとともに、各技術事務所に

i-Construction 人材育成センターを設置し、発注者向けの BIM/CIM 研修、i-

Construction研修等を実施している。また、各建設機械メーカ、建設機械レンタル企

業等も、ICT等の新技術の活用に向けたに研修、講習を実施している。協会は、ICT等

の新技術の活用に向けた研修会、講習会の開催等の情報について提供していくことと

する。 

   ② 建設 DXに関する研修会の開催について 

     国土交通省は、社会経済状況の激しい変化に対応し、インフラ分野においてもデー

タとデジタル技術を活用して、国民のニーズを基に社会資本や公共サービスを変革す

ると共に、業務そのものや、組織、プロセス、建設業や国土交通省の文化・風土や働

き方を変革し、インフラへの国民理解を促進するとともに、安全・安心で豊かな生活

の実現を目指すこととしている。協会は、建設 DX の普及に向けた研修会、講習会の

開催について、内容等を検討していくこととする。 

  ⑵ ICT施工研修の周知について 

    (職)全国建設産業教育訓練協会富士教育訓練センターを会場に実施される、起工測量、

3次元データ作成実習、3次元出来形管理実習等による技術者育成講座である「ICT施工

研修」が開催されるため、参加を促すため会員等への周知を徹底する。 

 

 

4 労働安全委員会 

4-1 調査研究事業 
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 1）(職)富士教育訓練センターの活用 

   機械土工従事者の技能向上のため、(職)富士教育訓練センターを活用する。 

  ・ 機械土工工事業等の新入社員や在職者の基礎技能訓練 

  ・ 技能向上教育や新分野進出に係る教育訓練等 

  ・ 必要に応じてセンターを活用できるようにセンターの施設の充実に協力する。 

 ２）令和 7年度「雇用型訓練」導入への協力 

  ・ 「雇用型訓練」（ジョブ・カード制度活用型訓練）を活用した教育訓練カリキュラムを

作成する。同制度の活用により助成金の受給と、人材確保・育成が推進されるよう会員

企業等に周知する。 

 ３）建設業の未来を担う若者に魅力ある業界を目指す 

   政府は、長時間労働の是正等「働き方改革」を推進しており、他産業との人材確保競争

に勝利していく上でも「働き方改革」を推進し、待遇改善はもとより、週休二日等、長時

間労働の是正に取り組んでいく。 

 ４）無料職業紹介事業に関する事項 

   令和 2年度より、(一財)建設業振興基金が厚生労働省より受託した「建設技能労働者育

成支援事業」は、未就職者、新規学卒者等の職業訓練の実施、就職先の斡旋等の事業であ

るが、令和 7年度も延長されることとなった。引き続き、協会内に同基金の地方拠点の窓

口を設置し、本事業に協力していく。なお、訓練については(職)富士教育訓練センターを

活用し、年 2回実施する。 

 ５）建設キャリアアップシステムの活用による処遇改善に関する事項 

   建設キャリアアップシステム（CCUS）への技能者登録数は 2026 年 1 月末で約 179 万人

となっている。CCUSをデータベースとした「建設技能者の能力評価制度」では、2021年 9

月の再始動から現在 17 職種の評価及び評価事務を実施しており、他団体からの協力要請

があれば、今後も積極的に協力する。また、「専門工事企業の施工能力等の見える化評価制

度」は、企業の施工能力に関係する情報等を「明確化」することで、人を大切にし、受注

に見合った施工能力等を持った専門工事企業が適正に評価され、選ばれる環境が整備され

ることが期待されているので引き続き評価を実施する。 

   建設技能者の能力評価制度では、2025 年 3 月よりワンストップ化（CCUS 登録時に能力

評価も実施される）が開始され、評価件数が大幅に増加したが、評価手順の見直し等で、

CCUSの運営団体である(一財)建設業振興基金と協力し対応できる体制を作る。また、CCUS

の目的である技能レベルに応じた処遇が的確に受けられるよう国等への要望を進めてい
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く。 

 ６）外国人の円滑な実習・雇用に関する事項 

   日本での就労を目指す外国人に向けた職種説明会、日本語教育、技能訓練などを一般社

団法人建設技能人材機構（JAC）と協力しながら実施する。また、既に日本企業で働いてい

る人材の永続的な雇用を目指し、特定技能２号試験テキストの理解度向上講習などを実施

する。 

 ７）新卒採用拡大・定着に関する調査研究 

   外部から見た業界のイメージやその改善方法の検討、入職後の意識の変化など多角的な

アプローチを行い、建設業界への新卒採用拡大への問題点・改善点を調査する。また、調

査結果については必要に応じてホームページ等で紹介する。 

 ８）安全確保に関する調査研究 

  ⑴ 教育訓練用等教材の提供 

    労働災害ゼロを達成するために、危険有害要因、安全管理活動等について調査研究し、

作成した機械土工に関する教育訓練用教材の提供その他支援の措置をとることに最善

を尽くす。 

    また、貸し出すことができる教材類を、ホームページで紹介する。 

  ⑵ 水害、震災等に関する事項 

    国土交通省関東地方整備局、近畿地方整備局、北海道開発局、北陸地方整備局、中部

地方整備局と締結した「防災協定」に基づき、協会会員企業が災害発生時に提供できる

建設機械、オペレータ等の保有状況、会員の移動状況等をアンケート調査し、各地方整

備局等に報告する。また、災害が発生した際は、当局と連絡を密にして総合工事企業と

ともに復旧・復興事業に最大限協力する。 

 

4-2 機械土工工事技能者の人材確保・育成事業 

 １）技能者の能力評価に関する事項 

   平成 31 年 4 月より本格運用された建設キャリアアップシステムを活用し、建設技能者

一人ひとりの経験や技能について、客観的に 4段階に評価する仕組み（建設技能者の能力

評価制度）が令和元年 11 月より運用を開始している。当協会は、機械土工職及び土工職

として従事する技能者が実務経験、保有資格等に応じた適正な評価を受けることができる

よう、「機械土工技能者」及び「土工技能者」の「能力評価基準」を令和元年度に策定し

た。現在は登録基幹技能者講習を実施する業界団体による技能者評価が行われている。 
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当協会は、「機械土工技能者」及び「土工技能者」だけではなく、他業種の技能者に対

する評価業務委託も積極的に受けており、今年度以降も建設業界全体で能力評価が適正に

行われるよう、制度運用に協力していく。 

 ２）企業の施工能力等の見える化に関する事項 

   国土交通省は、建設キャリアアップシステムを活用し、建設技能労働者の能力評価制度

と連携して、各企業の施工実績、技能者数、若年及び熟練技能者数、保有機械等の施工能

力等に関する情報を基に、人を大事にし、施工能力を持つ専門工事企業が適正に評価され、

選ばれる環境を整える、「専門工事企業の施工能力等の見える化制度」を推進している。 

   当協会は、令和 2年度に国土交通大臣より認定を受けた「機械土工工事業見える化評価

制度」により評価した企業は 14 社となった。また、令和 3 年度末に認定を受けた「土工

工事業の見える化評価基準」により評価した企業は 2社となった。本年度においても、継

続して評価を実施していくとともに、CCUS 能力評価制度推進協議会などに積極的に参加

し、本制度の効果的な運用法要等を検討する。 

 ３）高齢者雇用推進事業 

   担い手不足解消の一策として、高齢者の雇用を推進することの可能性について調査する

ため、令和 3・4 年度に(独)高齢・障害・求職者雇用推進機構『産業別高齢者雇用推進事

業』から委託を受け作成した「機械土工工事業高齢者雇用推進ガイドブック」を会員全員

へ配布している。本年度も同ガイドブックの周知、活用を推進していくこととする。 

 ４）安全衛生教育の実施に関する事項 

   建設キャリアアップシステムを活用した建設技能労働者の能力評価制度における「機械

土工工事業能力評価基準」では、レベル 3となる要件に「車両系建設機械（整地・運搬・

積込用及び掘削用）運転業務従事者安全衛生教育」、「ローラー運転業務従事者安全衛生教

育」の修了者と規定している。機械土工工事業に従事する技能労働者より「同上安全衛生

教育」の開催の要望を受けた際に、協会の会議室等を活用できるように体制を維持する。 

 

4-3 福利厚生事業 

 １）表彰者の選考及び表彰等に関する事項 

  ⑴ 優秀施工者国土交通大臣顕彰等の候補者の選考 

    国土交通大臣による優秀施工者顕彰の候補者及び不動産・建設経済局長顕彰の候補者

を 

選考する。 
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    なお国土交通大臣への推薦は協会会長であり、選考に当たっては協会の功労表彰など

会長表彰受賞者を優先する。 

  ⑵ 叙勲二類の候補者選定 

    叙勲二類の部（専門工事業務功労）の候補者を選考する。 

    なお叙勲二類への推薦は国土交通省を通じて行うため、国土交通大臣顕彰受賞者を優

先する。 

  ⑶ 優秀功績従事者表彰の候補者選定 

    優秀功績従事者表彰の候補者を選定する。 

 

4-4 登録基幹技能者講習に関する事項 

 １）登録機械土工基幹技能者講習（「登録講習」及び「更新講習」）の開催 

   国土交通大臣が認定した登録機械土工基幹技能者講習事務の実施機関である当協会は、

登録機械土工基幹技能者講習及び更新講習の受講希望者のために、令和 8年度も「登録講

習」及び「更新講習」を実施する。 

⑴  登録講習（受講対象:新規受講者、3日間の対面による講義・試験） 

   ・講習日程：ア 令和 8年 6 月 25日(木)～28日(土）の 3日間 

         イ 令和 8年 12月 3 日(木)～ 5日(土）の 3日間 

   ・予定受講者： 900名（令和 7年度実績 951名） 

  ⑵ 更新講習（受講対象:有効期限１年以内の者） 

   ・講習課程: ア 登録基幹技能者資格の有効期限は 5年ではあるが、協会は１年前の有

効期限を有する登録機械土工基幹技能者（「該当者」という。）に対し、

更新講習を実施する。 

         イ 実施方法は協会から「はがき」を該当者に送付し、更新講習申請者は

WEBサイトで協会に申込、e-learning方式で実施する。WEBサイト上に

て実施される試験に合格すると更新（有効期限 5年）となる。 

   ・該当者:2,179名（令和 7年度受講者実績 1,557名） 

 ２）登録土工基幹技能者講習の開催 

   令和元年 8月に登録された「登録土工基幹技能者講習」を２回／年度で実施する。 

   また、「更新講習」を実施する。 

  ⑴ 登録講習（受講対象:新規受講者、2日間の対面による講義・試験） 

    ・講習日程：ア 令和 8年 9月 25日(金)～27日(土）の 2日間 
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          イ 令和 9年 3月 5 日(金)～ 6日(土）の 2日間 

    ・予定受講者：600名（令和 6年度の実績 588名） 

  ⑵ 更新講習（受講対象:有効期限１年前の者） 

   ・講習課程: 登録機械土工基幹技能者更新講習と同様 

   ・該当者:491名     

 ３）登録機械土工基幹技能者講習及び同土工の教材の作成 

   「登録機械土工基幹技能者テキスト」（専門テキスト）及び「登録土工基幹技能者テキス

ト」（専門テキスト）に、改訂された法律、安全管理などを補完整備するとともに、改訂内

容にあわせた試験問題を作成する。 

 ４）登録機械土工基幹技能者及び登録土工基幹技能者資格付与 

   登録機械土工基幹技能者講習及び更新講習、登録土工基幹技能者講習及び更新講習の修

了者に、講習修了証（資格証）を発行する。 

 ５）登録機械土工基幹技能者資格及び登録土工基幹技能者の評価・活用事項 

   登録機械土工基幹技能者及び登録土工基幹技能者にとって魅力のある資格となるよう

国土交通省はじめ、関係機関、関係団体に評価・活用を要望する。 

   なお、CCUSに基づく能力評価制度でレベルが上昇した者、レベル 3以上の技能者の割合

等について、経営事項審査での加点が与えられているため、関係者に周知を図る。 

 

4-5 外国人材の受入れ及び国際交流事業 

 １）外国人材の受入れに関する事項 

   外国人受入を目的として当協会に入会申請した企業は 1,400社を超えている。本事業は

広く会員に周知すべきと考え、協会ホームページなどを通じて積極的に情報発信する。 

  ⑴ 建設分野特定技能外国人の受入れについて 

    平成 31 年 4 月より在留資格「特定技能」が制定され、人手不足を解消するため外国

人の受入れが認められた。建設分野特定技能 1号評価試験については、国内外で実施さ

れており、また建設分野特定技能 2 号評価試験についても国内各地で実施されている。

協会は、JACからの要請を受け特定技能外国人の受入について MOCを締結している各国

を訪問し、試験制度、建設業種の説明及び、上記評価試験実施の啓蒙を実施する。また、

会員要望を受けた際には、日本での就労を希望する外国人に対し日本語講習及び技能訓

練を実施する。引き続き一般社団法人建設技能人材機構（JAC）の正会員として、受入

れを希望する会員企業の計画認定が円滑に進むよう努める。 
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    協会は、「登録支援機関」として、令和 2 年度から会員企業で働く特定技能外国人の

支援を行っている。引き続き、建設施工協同組合と協力し、更に多くの受入れ人数に対

応できる体制を構築する。また、会員の要望・諸外国の状況により新たな受け入れ国の

開発も積極的に行う。 

  ⑵ 海外での日本語教育・技能実習の実施について 

    協会は、JACの支援事業を活用し、「就労を希望する外国人への研修・講習」、「就労を

希望する外国人に対する職種の周知活動や採用活動等」を行う。また、これらの活動を

通じて送り出し国の情報を集め、会員へ発信する。及び「就職している特定技能外国人

及び将来特定技能外国人として雇用する予定のある技能実習生に対する特別教育・技能

実習等への支援」を実施する。 

⑶ 外国人材への国内教育の実施について 

    協会は、JAC の支援事業を活用し、「就職している特定技能外国人及び将来特定技能

外国人として雇用する予定のある技能実習生に対するスキルアップ技能研修」として２

号試験合格を目指す外国人に対してテキスト理解度向上教育を実施する。 

  ⑷ 送り出し国の調査研究 

    協会は、人材の適正な送り出し・受入れの確保等のために日本政府と協力覚書（MOC）

を締結している国や、その事業に積極的な国を訪問し、国内情勢、教育訓練環境、文化・

宗教などを調査研究し、必要に応じてホームページ等で会員に啓蒙する。 

 

２）技能実習事業 

   協会が、会員企業とともに実施する技能実習生の受入事業は、平成 3年度より開始され

た。技能実習制度の見直しについては周知のとおりであるが詳細は未だ開示されていない。

新しい就労資格である「育成就労」について調査を行う。受入れ需要がある間は会員企業

の利便性を図るため、「建設施工協同組合」を維持し監理団体を活用できる状況を保持す

る。 

３）事業の周知・広報 

   上記事業に関し会員に周知するため、理事会、委員会などで定期的に説明し、会報等を

通じて広報する。 

 

4-6 その他本会の目的達成のために必要な事業 

 １）「特定会員」の入会の承認 
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   特定技能による外国人受入制度を活用するためには、JAC 正会員である建設業者団体に

加入するか、JAC の賛助会員になる必要がある。この制度で当協会への入会を希望する企

業のうち、既に技能実習生として日本へ在留している実習生を受け入れている企業は、国

土交通省、出入国在留管理庁への申請手続きに時間が掛かるため、在留期限が迫っている

ことが少なくない。このため、会長に提出された「特定会員」への入会申込書について、

担当委員会である労働安全委員会が短期間で入会の可否を決定し、入会希望企業に速やか

に入会の可否を通知する。なお、同委員会において入会の可否を決定した後、直近に開か

れる総務委員会・理事会において入会を認めた企業について報告する。 

 

 

5 企画特別委員会に係る事業 

5-1 その他本会の目的達成のために必要な事業 

  機械土工工事に関係する総務委員会、合理化委員会、技術委員会、労働安全委員会、構造

改善推進委員会に所属しない課題等についての情報等を収集し、調査研究する委員会である

が、既存の委員会において、事業が網羅されているため、当面は開催しないこととする。 

 

 

6 女性部会「チームはにやま姫」に関する事業 

6-1 女性部会「チームはにやま姫」の活動について 

  女性が働きやすい現場や業界にしていくことは、現場の環境や仕事の進め方に変化をもた

らし、男女問わず誰もが働きやすい現場や業界につながる。また、女性が活躍することで、

長時間労働などの男性だけでは解決できなかった様々な問題についても工夫が生まれ、効率

的で快適な職場環境の整備につながることが予測される。 

このため、平成 30年度に立ち上げた女性部会「チームはにやま姫」において、いきいきと

女性が活躍できる建設業を目指して活動していくこととする。 

 １）女性の活躍推進 

 ２）女性の技能労働者の確保・定着等に関する事項 

 ３）研修会、現場見学会、意見交換会の開催 

 ４）建設産業女性定着支援ネットワークへの参加（事務局：(一財)建設業振興基金） 

 ５）他職種の女性部会との交流・協力関係の構築 

 ６）その他部会の目的を達成するために必要な事項 
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7 青年部会に関する事業 

7-1 青年部会の活動 

  建設産業が、今後においてもインフラ整備、災害時における応急復旧工事などの役割を担

っていくためには担い手確保、定着による「現場力」の維持が重要である。このためには、

機械土工工事業の次代を担う後継者の育成が重要な課題である。 

  青年部会では、将来の経営者、経営管理者等の研鑽と、同世代の繋がりを強化するために、

以下の取り組みを推進していくこととする。 

 １）将来の経営者、経営管理者育成のための研修会、意見交換会等の開催 

 ２）近代化の進む業界の施設見学、意見交換会等の開催 

 ３）他業種の青年部会との交流 

 ４）若手技能者の定着に向けた取り組み 

 ５）その他部会の目的を達成するために必要な事項 


